
 

ご注意：この文書は、本投資法人の平成 22 年 9 月期及び平成 23 年 3 月期運用状況の予想について一般に公表するた

めの記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたわけではありません。投資を行う際には、必ず本投資法

人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びに訂正事項分(作成された場合)をご覧いただい

た上で、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようにお願い致します。 

また、この文書は、米国における証券の販売の勧誘ではありません。米国においては、1933 年米国証券法に基づ

いて証券の登録を行うか又は登録義務からの適用除外を受ける場合を除き、証券の募集又は販売を行うことはで

きません。なお、本件においては米国における証券の募集は行われません。 
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平成 22 年 9 月期及び平成 23 年 3 月期運用状況の予想に関するお知らせ 
 
 

本投資法人は、平成 22 年 9 月期（第 17 期：平成 22 年 4 月 1 日～平成 22 年 9 月 30 日）及び平成 23 年 3 月

期（第 18 期：平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日）運用状況の予想を下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

平成 22 年 9 月期及び平成 23 年 3 月期運用状況の予想 

 
 

営業収益 営業利益 経常利益 
当期 

純利益 
一口当たり 

分配金 

一口当たり 
利益超過分

配金 

期末発行済
投資口数 

(注 1) 

平成 22 年 9 月期 
百万円 

9,002    

百万円

5,978   

百万円

4,744   

百万円

4,743   

円 

19,600   
－ 

口

242,000 

平成 23 年 3 月期 
百万円 

8,940    

百万円

5,916   

百万円

4,865   

百万円

4,864   

円 

20,100   
－ 

口

242,000 

（注 1）平成 22 年 3 月 31 日現在の発行済投資口数 182,000 口に、平成 22 年 5 月 13 日開催の役員会で決定した公募に

よる新投資口の発行口数 60,000 口を加えた 242,000 口を前提としています。 

（注 2）上記予想数値は、現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。また、本投資法人は、本予想による分配金の額を保証するもの

ではなく、今後本予想数値と一定以上の乖離が見込まれる場合には、予想の修正を行うことがあります。 

運用状況の予想の前提条件につきましては、別紙「平成 22 年 9 月期及び平成 23 年 3 月期運用状況の予想の前提

条件」をご覧ください。 

(注 3）金額については単位未満切り捨てで表示しています。  

 
（ご参考） 

 平成 22 年 3 月期（第 16 期：平成 21 年 10 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日）運用実績 

 
 営業収益 営業利益 経常利益 

当期 
純利益 

一口当たり 
分配金 

一口当たり 
利益超過分

配金 

期末発行済
投資口数 

平成 22 年 3 月期 
百万円 

6,736    

百万円

4,304   

百万円

3,642   

百万円

3,641   

円 

20,006   
－ 

口

182,000 

(注）金額については単位未満切り捨てで表示しています。 

以上 

※本日資料の配布先： 兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 
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【 別 紙 】 

平成 22 年 9 月期及び平成 23 年 3 月期運用状況の予想の前提条件 

項目 前提条件 

運用資産 

・ 平成 22 年 3 月 31 日現在保有している物件に、平成 22 年 4 月 13 日に取得

した「東京汐留ビルディング」を加え、同日に譲渡した「赤坂見附 MT ビル」を

除いた合計 13 物件を前提としています。 

・ 実際には、その他の物件の取得、譲渡により変動する可能性があります。 

発行済投資口数 

・ 平成 22 年 3 月 31 日現在の 182,000 口に、平成 22 年 5 月 13 日開催の役

員会で決定した公募による新投資口の発行口数 60,000 口を加えた 242,000

口を前提としています。但し、期中に投資口の発行等を行うことにより変動す

る可能性があります。 

有利子負債及び

その借換 

・ 平成 22 年 3 月 31 日現在の有利子負債残高 92,800 百万円に加え、平成 22

年 4 月 13 日に「東京汐留ビルディング」の取得及び「赤坂見附 MT ビル」の

譲渡に伴い 88,000 百万円の借入れを行った結果、平成 22 年 5 月 13 日現

在の有利子負債残高は 180,800 百万円となっています。 

・ 平成 22 年 9 月期中に期限を迎える借入金 60,700 百万円のうち 40,000 百万

円の返済については、平成 22 年 5 月 13 日開催の役員会で決定した公募に

よる新投資口発行により調達する資金を充当し、20,700 百万円の返済につ

いては、借換及び一部自己資金による充当を前提としています。 

・ 平成 23 年 3 月期中に期限を迎える借入金 16,700 百万円の返済について

は、借換及び一部自己資金による充当を前提としています。 

営業収益 

・ 「銀座 MTR ビル」が大規模改修工事終了に伴い通期稼働することによる増

収を見込んでいます。 

・ 平成 22 年 4 月 13 日付で取得した「東京汐留ビルディング」が稼働することに

よる増収を見込んでいます。 

・ 平成 22 年 9 月期は、「赤坂見附 MT ビル」の譲渡益約 170 百万円を見込ん

でいます。 

・ テナントによる賃料の滞納または不払いがないことを前提としています。 

営業費用 

・ 保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税につ

いては、賦課決定された税額のうち、当該計算期間に対応する額を賃貸事

業費用に計上しています。但し、不動産等の取得に伴い精算金として譲渡

人に支払った取得年度の固定資産税、都市計画税等相当額については、

当該不動産等の取得原価に算入されるため当該計算期間の費用として計上

されません。 

・ 建物の修繕費については、必要と想定される額を費用として計上していま

す。しかし、予想し難い要因による建物の毀損等により緊急に発生する可能

性があること、一般的に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に

発生する費用でないこと等から、修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる

可能性があります。 

・ 公租公課については、平成 22 年 9 月期 579 百万円、平成 23 年 3 月期 550

百万円を想定しています。 

・ 管理業務費については、平成 22 年 9 月期 266 百万円、平成 23 年 3 月期

270 百万円を想定しています。 

・ 減価償却費については、平成 22 年 9 月期 1,347 百万円、平成 23 年 3 月期

1,361 百万円を想定しています。 
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 ・ 賃貸事業費用以外の営業費用（資産運用報酬、資産保管手数料、一般事

務委託手数料等）については、平成 22 年 9 月期 427 百万円、平成 23 年 3

月期 465 百万円を想定しています。 

営業外費用 

・ 借入金支払利息については、平成 22 年 9 月期 1,118 百万円、平成 23 年 3

月期 1,054 百万円を想定しています。なお、融資関連費用は発生しないこと

を前提としています。 

・ なお、平成 22 年 9 月期は平成 22 年 5 月 13 日開催の役員会で決定した公

募による新投資口の発行にかかる一時的費用として 120 百万円を見込んで

います。 

分配金の額 

・ 分配金（1 口当たり分配金）は、本投資法人の規約に定める金銭の分配方針

を前提として算出しています。 

・ 原則として利益を全額分配することを前提として算出しています。 

・ 運用資産の異動及びテナントの異動等に伴う賃貸収入の変動、予期せぬ修

繕の発生、発行済投資口数の変動または資金調達等を含む種々の要因に

より、1 口当たり分配金は変動する可能性があります。 

1 口当たり 

利益超過分配金 

・ 利益超過の分配（1 口当たり利益超過分配金）については、現時点で行う予

定はありません。 

その他 

・ 「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」が適用されることにより影響を受ける可能性がありますが、影響

額は現時点において不明のため織り込んでいません。 

・ その他の法令、税制、会計基準、上場規則、投信協会規則等において、上

記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としています。 

 


